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「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続の見直しの実施について」の一部改正

について 

 

標記について、高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続の見直しの実施につ

いて（平成26年２月６日付け国地契第61号、国官技第256号、国営計第110号、国北予第39

号）の一部を下記のとおり改正することとしたので、遺漏なきよう措置されたい。 

 

 

記 

 

 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に

掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

附 則 

この通知は、令和７年４月１日以降に請負契約を締結する工事の手続について適用す

る 。ただし、令和７年３月31日以前に契約締結を予定していた工事について、低入札価

格調査等の特別な事情により契約締結が令和７年４月１日以降となったものの手続につい

ては、なお従前の例による。 

改 正 後 改 正 前 

１ 対象工事 

 本手続は、次に掲げる事項を全て満たす工事を

対象とする。 

なお、その他の工事であっても、各事務所（北

海道開発局にあっては、各開発建設部。）の長が

必要と認める場合には実施できるものとする。 

（１）・（２） （略） 

 

（３） １件につき予定価格が7,000万円以上３

億4,000万円未満の工事 

 

 

１ 対象工事 

 本手続は、次に掲げる事項を全て満たす工事を

対象とする。 

なお、その他の工事であっても、各事務所（北

海道開発局にあっては、各開発建設部。）の長が

必要と認める場合には実施できるものとする。 

（１）・（２） （略） 

 

（３） １件につき予定価格が６千万円以上３

億円未満の工事 

 

 

 

  


